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答  申 

 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した特定非営利活動促進

法（以下「法」という。）１３条３項の規定に基づく特定非営利活動法人

設立認証取消処分に係る審査請求について、審査庁から諮問があったの

で、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求は、認容すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、東京都知事（以下「処分庁」という。）が

請求人に対し、令和４年８月９日付けの通知書により行った特定非営

利活動法人設立認証取消処分（以下「本件処分」という。）の取消し

を求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、以下のことから、本件処分の違法性又は不当性を主張

し、その取消しを求めているものと解される。 

コロナ禍のため期日通りに文書が揃えられなかったため、再度お願

いする。書類準備に当たった人が病気にかかり引継ぎが上手くいか

ず、期日に間に合わなかった。なお、書類は元ＮＰＯ担当者に依頼し

てあり、次回は間違いなくやる。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項により、

棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

   審査会は、本件諮問について、以下のとおり審議した。 

年 月 日 審議経過 

令和６年 ２月２７日 諮問 

令和６年 ５月１７日 審議（第８８回第１部会） 

令和６年 ６月１４日 審議（第８９回第１部会） 

令和６年 ７月２５日 審議（第９０回第１部会） 
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第６ 審査会の判断の理由 

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

⑴ 設立の認証 

法１０条１項は、特定非営利活動法人を設立しようとする者は、

都道府県の条例で定めるところにより、定款等の書類を添付した申

請書を所轄庁に提出して、設立の認証を受けなければならないとし

ている。 

また、法１２条は、所轄庁は法１０条１項の認証の申請が設立の

手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること

（１号）などの要件に適合すると認めるときは、その設立を認証し

なければならないとしている。 

⑵ 成立の時期と登記すべき期限 

ア 法１３条１項は、特定非営利活動法人は、その主たる事務所の

所在地において設立の登記をすることによって成立するとし、同

条２項は同条１項の登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をし

たことを証する登記事項証明書及び法１４条の財産目録を添え

て、その旨を所轄庁に届け出なければならないとしている。ま

た、組合等登記令２条１項は、組合等（同政令別表の欄に掲げる

法人。特定非営利活動法人を含む。）の設立の登記は、その主た

る事務所の所在地において、設立の認可、出資の払込みその他設

立に必要な手続が終了した日から２週間以内にしなければならな

いと規定している。 

イ また、認証取消しを受けた者による申請によって誤った登記が

されることを防ぐための取扱いを定めた「認証後６か月未登記法

人に関する取扱いについて」（平成２５年１０月１１日付内閣府

政策統括官（経済社会システム担当）付参事官（市民活動促進担

当）通知。以下「内閣府通知」という。）は、設立の認証があっ

た日から６月を経過した後に特定非営利活動法人が登記申請を行

う場合、別添として例示する現存証明書を官庁の許可書として添

付して、登記手続を行うこととなるとしており、同別添にはなお

書きとして、作成日より２週間に限り効力を有するものとすると

記載がある。 

⑶ 設立の認証の取消し 

ア 法１３条３項は、設立の認証を受けた者が設立の認証があった

日から６月を経過しても同条１項の登記をしないときは、所轄庁

は、設立の認証を取り消すことができるとしている。 

イ 東京都では、「設立の認証があった日から六月を経過しても設

立の登記を行わない者に対する設立の認証の取消実施方針」（平

成２５年２月２７日付２４生都管第４１９４号。）により、おお
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むね次のとおり、設立の認証を取り消す手順を定めている。 

(ｱ) 書面による督促 

設立の認証があった日から６月を経過しても設立登記完了届

出書の提出がない場合に、設立代表者宛てに２週間の期限を付

して、書面による督促を行う。 

(ｲ) 法人登記の確認 

書面による督促で付した提出期限までに設立登記完了届出書

の提出がない場合は、「市民への説明要請」実施後、登記状況

の確認を行う。 

(ｳ) 聴聞の手続 

(ｲ)の結果、設立の登記を行っていないことが確認された場

合は、行政手続法及び「東京都における特定非営利活動促進法

第１３条第３項の規定に基づく設立の認証があった日から六月

を経過しても設立の登記を行わない者に対する設立の認証の取

消処分に関する適用基準（平成２５年２月２７日付２４生都管

第４１９６号。以下「取消適用基準」という。）に定める手続

により、設立代表者等に対して聴聞通知を行い、聴聞を実施す

る。 

ウ 取消適用基準第２は、設立の認証の取消処分は、設立の認証を

受けた者が、設立の認証があった日から６月を経過しても法１３

条１項に定める登記を行わないときに適用するとし、適用に当た

っては、当該設立の認証を受けた者の申請に係る団体について、

設立の認証があった日から６月を経過しても法１３条２項により

義務付けられた所轄庁への設立登記完了の届出が行われていない

場合に、法務局宛てに当該団体の設立登記の状況の確認を行い、

法１３条１項に定める登記をしていない場合に適用するとしてい

る。 

⑷ 不利益処分をしようとする場合の手続 

行政手続法１３条１項は、行政庁は、不利益処分をしようとする

場合には、同項各号の区分に従い、当該不利益処分の名あて人とな

るべき者について、当該各号に定める意見陳述のための手続を執ら

なければならないとしているところ、同項１号は許認可等を取り消

す不利益処分をしようとするときには聴聞の手続を執らなければな

らないとしている。 

行政手続法１５条１項は、行政庁は、聴聞を行うに当たっては、

聴聞を行うべき期日までに相当な期間をおいて、不利益処分の名あ

て人となるべき者に対し、予定される不利益処分の内容及び根拠と

なる法令の条項などについて書面により通知しなければならないと

している。 

行政手続法２１条１項は、当事者は、聴聞の期日への出頭に代え

て、主宰者に対し、聴聞の期日までに陳述書及び証拠書類等を提出
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することができるとしている。また、同法２３条１項は、主宰者

は、当事者が正当な理由なく聴聞の期日に出頭せず、かつ、同法２

１条１項に規定する陳述書若しくは証拠書類等を提出しない場合に

は、改めて意見を述べ、及び証拠書類等を提出する機会を与えるこ

となく、聴聞を終結することができるとしている。 

行政手続法２４条１項は、主宰者は、聴聞の審理の経過を記載し

た調書を作成し、当該調書において、不利益処分の原因となる事実

に対する当事者の陳述の要旨を明らかにしておかなければならない

としている。また、同条３項は、主宰者は、聴聞の終結後速やか

に、不利益処分の原因となる事実に対する当事者の主張に理由があ

るかどうかについての意見を記載した報告書を作成し、同条１項の

調書とともに行政庁に提出しなければならないとしている。 

また、取消適用基準第３・２において、次の３つの手続について

定めている。 

ア 聴聞の通知 

聴聞を行おうとするときは、聴聞期日の１週間前の日までに、

行政手続法１５条１項の通知を文書にて行う。 

イ 聴聞の主宰者 

聴聞は、管理法人課長が主宰する。 

ウ 聴聞の終結 

聴聞は、聴聞の期日までに陳述書及び証拠書類等が提出された

とき若しくは聴聞の期日に当事者が指定場所に出頭して聴聞を行

ったとき又は当事者の全部もしくは一部が正当な理由なく聴聞の

期日に指定場所に出頭せず、かつ、陳述書及び証拠書類等を提出

しないとき又は参加人の全部もしくは一部が聴聞の期日に出頭し

ない場合に終結する。 

２ 本件処分についての検討 

上記１の法令等の定めを前提として、本件処分に違法又は不当な点

がないか、以下検討する。 

法１３条３項は、法人設立登記が法人の概要を一般に公示し、設立

された会社の存在を法的に知らしめ、当該法人との取引の安定を図る

という重要性を有する点に鑑みて、登記義務の履行確保を意図した規

定であるということができる。同項は、設立の認証から６月を経過し

ても登記を行わない場合に所轄庁に認証の取消権限を付与した規定で

あり、６月経過後における登記を禁じる趣旨ではないと解される。 

このことを前提に、認証の取消しを受けた者が登記の申請を行う事

態を防止する趣旨で、設立認証から６月経過後にあっては、登記申請

に当たり現存証明書を添付して登記手続を行うことが内閣府通知によ

り求められている（１・⑵・イ）。現存証明書に２週間の効力期間の

制限が設けられているのは、当該証明書の正確性を担保し、上記事態

が生じることを防止する趣旨であると解される。 
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したがって、現行の法令を前提とすれば、現存証明書の申請は認証

取消決定までは可能であり、再度の申請を禁止する旨の法令規定は存

在しない。この限りにおいて、現存証明書の再申請を認めてこなかっ

た従前の運用及び現存証明申請書における再度申請しない旨の遵守事

項の記載は、法令上の根拠を有しないものである。 

請求人は、監事から現存証明書発行の再申請を拒まれたため、登記

申請手続を進めることができなかった事実が認められる。こうした状

況下で、登記申請手続を妨げていた処分庁が請求人による登記の不備

を理由として設立認証の取消処分を行うことは、信義則に反し許され

ないものであることから、本件処分は違法であると解される（最高裁

判所平成１９年２月６日判決・最高裁判所民事判例集６１巻１号１２

２頁参照）。 

３ 付言 

  上記のとおり、現存証明書の申請は、現行法令を前提とすれば、認

証が取り消されるまでは可能なものであることからすると、再度の申

請を拒否する従前の運用を改めるとともに、書式１（特定非営利活動

法人の現存証明の発行について（申請））における「現存証明書の発

行を再度申請することはいたしません。」といった遵守事項の記載部

分は削除することが求められる。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、本件処分は取消しを免れないものとして、

「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

大橋洋一、海野仁志、織朱實 

 

別紙（略） 

 


